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“ 研究成果は学会や論文への発表により世に問うとともに、特許出願により独占排他権を取得することが可能です。 ”
発明発掘の為に講座等を訪問する際によく聞かれるのは、この研究成果は特許になるのか、それとも学会発表した方が良いかとの質問です。語弊を恐れずに言うならば、論文投稿できるような研究成果は、発明としても新規なものであり、特許出願の対象になり得るということです。
それでは、論文と特許（発明）とでは何が異なるのでしょうか。以下に、簡単に比較説明致します。

（１）対象：論文の内容も特許の対象である発明も世の中に今までなかった新規な研究成果である点において差異はありません。特許をとるためには発明が既存のものから容易に発明できないという要件（進歩性）がありますが、論文においても今までとは異なった作用や効果が述べられていると思います。即ち、論文投稿できるような研究成果は、通常特許出願の対象にもなるということです。但し、人を手術、治療又は診断する方法は人道上の理由から日本では特許の対象とはなっておりません。

（２）内容：論文の場合は、データを積み上げ、確実で間違いがないと確信し、初めて発表されると思いますが、特許出願は、新しい事実が分かればその時点で出願するのが一般的で、作用機序や理論的な裏付けが必須ではありません。その点では、特許の方が簡易な内容でも出願が可能といえるかもしれません。
（３）データの追加：論文の場合は、関連するデータが出れば新たな論文としていつでも追加発表が可能と思いますが、特許の場合、最初の出願から1年以内（優先期間内）に出願することが必要です。後者の方がより厳密な期限管理が求められます。
（４）発表・出願の手続き：論文発表と異なり特許出願の場合は、法律に準拠した手続きで関係書類を特許庁に申請することが必要です。この手続きは些か複雑かつ専門的であり、産学連携・知的財産本部が外部弁理士とも連携しながらお手伝いをさせて頂きます。
（５）発表・出願の効果：いずれもその研究成果（業績）につき最初の発表・発明者としての名誉が確保されます。そして、特許出願の場合は、登録により独占排他権が発生します。

以上のように、研究の中間段階で、論文化に必要なレベルまで十分なデータがなくても発明の本質的な基礎的実験結果・原理等が得られれば、特許出願は可能です。そして、各国は先願主義＊）を採用しているため、できるだけ早く特許出願することが重要です。
産学連携・知的財産本部では、先生方の研究成果を、論文発表の時期を遅らせることなく、論文発表の前に特許出願することを進めております。出願準備を並行して行う為にも、研究の早い時期から進捗情報を頂ければと存じます。

　また、本学では、研究業績評価に当たり、特許取得による知的財産の確保を原著論文および総説（英文：インパクトファクターのあるもの）と同等に扱っていることを申し添えておきます。

＊先願主義：複数の同一発明が出願された場合、発明完成の時期に関係なく先に(特許庁へ)出願した者に権利を与えるという主義をいう。現在、世界のすべての国がこの先願主義を採用している。
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